
評価調査結果要約表
１． 案件の概要
国名：パラグアイ 案件名：パラグアイ大豆生産技術研究計画
分野：農業一般 援助形態：プロジェクト方式技術協力
所轄部署：農開部畜産園芸課 協力金額：5.70億
 
協力
期間

1997年10月1日～2002年9月30日
 

先方関係機関：地域農業研究センター（CRIA）
連携機関：パラグアイ農業総合試験場
日本側協力機関：農林水産省

他の関連協力：プロジェクト方式技術協力「南部パラグアイ農林業開発計画」
「主要穀物生産強化計画」

無償資金協力「南部パラグアイ農林業総合開発センター設立計画Ⅰ期」
「同Ⅱ期」

１－１ 協力の背景
パラグアイの農業は、国内需要への対応はもとより、輸出面においても重要な産業として位置づけられており、我が国は2度に
わたってプロジェクト方式技術協力を実施してきた。最初の協力である「南部パラグアイ農林業開発計画」（1979～88年）では
畑作物の育種・栽培技術の改善、また「主要穀物生産強化計画」（90～97年）では大豆・小麦に限定して、地域農業研究セン
ター（CRIA）の遺伝資源・育種・種子生産・栽培・土壌等の各分野における研究体制及び種子生産体制の改善生産強化に取り組
んできた。
同国の主要農産物である大豆は、同国東部地方を中心とする畑作地帯で生産され、大豆及びその加工品が輸出総額の約50%を占
めているなど、最重要輸出作物となっているが、重要な課題として、安定多収のための作付け体系の確立、土壌管理技術の改善
などが掲げられている。この点については、従来、大豆育種・栽培はブラジルの技術に頼っていたが、大豆にはわずかな気象・
土壌条件によって生態反応が大きく異なるという性質があるため、パラグアイ独自の品種・栽培技術がないことが、安定生産と
生産地域の拡大の障害となっていた。
このような背景のもと、我が国とパラグアイは、「地域農業研究センターにおける大豆の育種、栽培及び土壌管理に関する研
究能力の向上」を目的にプロジェクト方式技術協力を実施することで合意した。
 
１－２ 協力内容
本プロジェクトでは、パラグアイの気象・土壌条件に適した独自の大豆品種および栽培技術が開発できるよう、育種・栽培・土
壌管理等の技術開発能力を地域農業研究センターの研究者に移転した。
（１）上位目標
育種技術と持続可能な栽培技術を開発し、それを農業者に移転することにより大豆の安定生産と生産地域の拡大を実現する。
このことによりパラグアイ経済の安定と発展に寄与する。
（２）プロジェクト目標
適正な品種と持続可能な栽培技術の開発に向けて、大豆生産における育種、栽培、土壌管理に関する地域農業研究センターの
研究能力が強化される。
（３）成果
1）大豆の育種技術が向上する。
2）適正な栽培体系確立に向けての栽培技術が向上する。
3）土壌管理技術が向上する。
（４）投入
日本側：
長期専門家派遣 9名 機材供与 0.60億円
短期専門家派遣 11名 ローカルコスト負担 0.57億円
研修員受入 9名（うち2名は第三国研修）
相手国側：
カウンターパート配置 11名
２． 評価調査団の概要
調査者 団長・総括：古賀 重成 JICA農業開発協力部計画課長

協力評価／育種：山口 克巳 農林水産省総合食料局国際部
技術協力課海外技術協力官

土壌肥料／栽培：中野 寛 (独)農業技術研究機構北海道農業研究センター
畑作研究部生産技術研究チーム長
計画評価：香川 顕夫 JICA農業開発協力部畜産園芸課
PCM評価：高田 亘 CRC海外協力(株)

調査期間 2002年3月10日～2002年3月22日 評価種類：終了時評価
３． 評価結果の概要
３－１ 評価結果の要約
（１）妥当性
パラグアイ政府は、国家計画において輸出を視野に入れた一次産品の生産性向上と付加価値増大を重要課題として掲げてい
る。大豆はそのための戦略的な作物であり、国家大豆研究プログラム（PISOJA）に基づいて生産拡大が進められている。安定生
産・生産地拡大のためには、パラグアイ独自の品種・栽培技術が必要であることから、その開発技術を大豆に関する主要な国立
研究機関である地域農業研究センターに移転するという本プロジェクトの目的は、政府の方針に適合しており、妥当である。
（２）有効性



地域農業研究センターは新品種の発表会、技術セミナー、論文等の形で研究成果を発表しており、その研究者の能力向上は、
アスシオン大学や農協関係者も認めるところである。プロジェクト期間中に2つの新品種が開発されたこと、栽培・土壌分野で
も多くの知見が得られたこと、育種規模が年間交配数で2.3倍、生産力試験供試材料数で4倍に増えたことなどは、地域農業研究
センターの研究能力が強化されていることのあらわれである。また、パラグアイ農業総合試験場（CETEPAR）と研究課題の分担
や研究者の情報交換を行い、相互補完的な関係を構築したことが、プロジェクト目標の達成に貢献した。
（３）効率性
長期及び短期専門家の派遣、研修生の受入（第三国研修を含む）、機材等の供与など、日本側のプロジェクトへの投入は計画
どおり適切に行われ、成果を上げている。カウンターパートとして適切な人材が投入され、退職した2名以外には異動がないな
ど、パラグアイ側の配慮も見られた。以上により、投入は効率的に行われたと認められる。
（４）インパクト
本プロジェクトで育成されたDon-Rufo, Pua-eの2品種は、各農協で種子増殖を開始している。また、土壌管理技術の向上によ

り、牧場を主とするミシオネス県政府が独自に試験栽培を開始し、牧野転換作物として県内での大豆栽培を奨励するなど、栽培
面積拡大・生産量拡大につながる動きが現れている。下表に示すとおり、近年、大豆の作付面積・生産量は大幅に増加してお
り、直接どの程度まで貢献したのか定量化はできないものの、これには本プロジェクトの活動も貢献していると考えられる。
また、設備の充実や関係機関との連携強化により、地域農業研究センターの研究環境が改善され、研究者の意欲が向上したほ
か、栽培技術の改善による不耕起栽培が土壌の侵食防止に貢献するなど、波及的な効果も見られた。

 1997年 2001年
大豆作付面積 94万ha 135万ha
生産量 267万t 351万t

（５）自立発展性
22年間3期にわたるプロジェクトを通じて、地域農業研究センターには十分な技術が移転され、管理運営体制も整備されたこ
とから組織面の自立性は高いと考えられる。しかし、財政面では、政府予算の不足、自主財源の使用権限の欠如（種子の販売や
品種のロイヤリティーなど、センター独自の収入が一旦国庫に入る仕組みとなっている）など、懸案事項がある。

CRIAの持続的かつ自立的な発展のための人的･物的な可能性は整えられているが、CRIA自身による自主財源の確保による財政
基盤確立と、組織の可能性を有効に引き出すシステムづくりが課題である。
 
３－２ 効果発現に貢献した要因
（１）計画内容に関すること
国家大豆研究プログラムと密接な連携があったため、農牧省の開発計画との整合性が保たれ、単なる研究員の技術力の向上の
みではなく、同プログラムと歩調を合わせた活動を行うことが可能となった。
（２）実施プロセスに関すること
1）評価モニタリングを半年ごとに実施し、上位目標との整合性の再確認を行うこととなった結果、プロジェクトの迷走が避け

られた。
2）専門家とカウンターパートのコミュニケーションが良好に保たれるよう双方が努力した。
3）育種、栽培、土壌管理各分野間の連携がなされたことが、円滑なプロジェクト運営に寄与した。
4）圃場灌水設備（井戸等）がタイムリーに設置されたことにより、危惧された干ばつ被害が最小限にくい止められ、試験栽培
の精度が維持された。

 
３－３ 問題点及び問題を惹起した要因
（１）計画内容に関すること

PDMは開始後3年近く経過した巡回指導調査団（中間評価）派遣にあたって作成されたため、計画立案時から終了時評価調査
時点までの統一的な評価を行うことが困難であった。
（２）実施プロセスに関すること
1）土壌管理分野においては、協力期間中2名のカウンターパートが退職したため、技術移転をやり直す必要が生じ、活動計画に
遅れが生じ効率性がややそがれた。

2）パラグアイ側のローカルコスト予算が不十分であり、また、自己収入については一旦国庫に入るため、その使用に関し裁量
権がなく、移転された技術を生かすための財政基盤の確保に不安がある。

 
３－４ 結論
プロジェクトの目標は協力期間中にほぼ達成される見込みである。
 
３－５ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）
（１）財源確保のために、地域農業研究センターにおける大豆の各研究課題に対し国家政策の中での位置づけをするべきであ
る。

（２）地域農業研究センターは、プロジェクト期間中は、日本側の現地業務費に大きく依存していたのが実状である。同セン
ターで育成された品種のロイヤリティーや収穫物の販売代金を同センターの試験研究費に充当させるなど、自主財源確保の
ための制度を検討すべきである。

（３）優秀なカウンターパートの確保と定着のため、地域農業研究センターは職員の勤務環境を改善していくことが望ましい。
また、研究者を近隣諸国における国際会議に参加させるなど、技術力の向上と研究意欲の醸成に努めるべきである。

（４）カウンターパートは移転された技術をパラグアイ内の研究者に公表し、広くパラグアイでの活用を図るべきである。
（５）地域農業研究センターの研究者の技術向上、研究情報の多角化を図るため、大豆を主要な課題としているパラグアイ農業
総合試験場（CETAPAR）との連携が、より一層強化されることが望ましい。

特に、耐病性やシストセンチュウ抵抗性の育種に関する研究については、その協力関係が継続されることが望ましく、双方の機
関はプロジェクト終了後の技術情報あるいは普及に関する事項について何らかの取り決めをかわすことが望ましい。

（６）技術移転を受けたカウンターパートは、プロジェクトの成果を十分に生かし、新たな研究課題に積極的に取り組むべきで



ある。また、研究活動の推進にあたっては、研究者間のネットワークの構築、地方自治体等との連携も重要な要素である。
（７）今後は、大学等の教育機関をはじめとする内外の関係機関と提携し、農業関連の人材育成の拠点として、地域農業研究セ
ンターのスタッフと施設を活用することが期待される。

 
３－６ 教訓（他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参考となる事柄）
（１）関連協力を含めると、本件は22年にわたったが、当初は地域農業研究センターをどのような施設にするのかが不明確で
あった。複数のプロジェクト・資金協力にまたがる協力にあたっては、全体的な開発計画を策定し、協力分野を見極めるこ
とで、効果的・効率的な人材育成が可能となる。

（２）CRIAの研究経費の大部分は、依然日本側の現地業務費にも大きく依存している。我が国の技術協力の結果、カウンター
パートの研究技術が向上しても、移転された技術を生かすための活動にかかる財政基盤が確保されない限り、その技術が埋
没してしまう結果になりかねない。よって、研究者並びに研究機関としての能力向上にとどまらず、自立的運営を可能とす
るための制度改善に係る協力もあわせて行うことが重要である。

 
３－７ フォローアップ状況
大豆の病害（サビ病、シストセンチュウ）防御の指導を目的として、2003年2月から2003年8月まで、短期専門家「大豆育種」を
派遣中である。
 
 


